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子ども期における親への援助要請および地域交流の経験と

成人期の対人関係の関連
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目的 人とのつきあいのわずらわしさなど対人関係上のストレスから対人関係や社会的場面を避

け，たとえ危機に陥っても他者に援助を求めない傾向が若者を中心に見られている。他者に援

助を求める行動には，子ども期に両親に援助を求めた経験が関係することが報告されている。

しかし，家族への援助の要請が難しい場合でも，近隣住民との関係の中で，他者に援助を要請

するようになることも考えられる。そこで本研究では，子ども期の両親への援助要請の経験と

成人期の対人関係の忌避傾向の関連における地域交流の経験による効果の修飾の有無を検討し

た。

方法 名古屋市の18～39歳を対象にした調査より，1,274人のデータを分析した。修正ポアソン回

帰分析を用いて，子どもの時に父親・母親に対して援助を要請した経験，小・中学校の時の地

域行事に参加した経験，およびこれらの交互作用項による対人関係の忌避の割合の比を男女別

に算出した。年齢・両親の最終学歴・子どもの時の母親の就労状況および主観的経済状況，も

う片方の親への援助要請経験を調整した。また，援助を要請した経験，地域行事に参加した経

験それぞれの有無別に対人関係の忌避の状態にある者の割合の予測値を算出し，効果の修飾の

有無を評価した。

結果 父親への援助要請経験と地域行事への参加経験の交互作用項を入れた多変量解析および算出

された予測値からは，地域行事への参加経験による効果の修飾は男女とも観察されなかった。

母親への援助要請経験に関しては，男性で，地域行事への参加経験による効果の修飾が観察さ

れ，母親への援助要請経験があり，かつ地域行事への参加経験があった場合は，なかった場合

の予測値よりも低い傾向があった。女性では，地域行事への参加経験による効果の修飾は観察

されなかった。

結論 対人関係の忌避を抑制する上で，とくに男性では，子ども期の母親への援助要請経験があっ

た場合に，地域行事への参加経験があることの重要性が示唆された。親からの適切な援助を得

ることに加えて子どもの地域交流を促すことで，将来の社会生活で困難に陥るリスクを緩和で

きる可能性がある。
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 緒 言

近年問題とされている思春期の不登校，若者のひ

きこもりなどの無業および社会的に孤立した状態は

共通して背景に対人関係上の問題があることが示唆

されている1～3)。また，子ども・若者を対象に行わ

れた内閣府の調査では全体の半数が，社会生活を円

滑に送ることができなかった経験があると答えてい

る。そして，社会生活を円滑に送れなかった経験の

ある者のうち半数以上が，その理由を「人づきあい

が苦手だから」，3 割程度が「悩みなどを相談でき

なかったから」と回答している4)。対人関係上の困



875875第69巻 日本公衛誌 第11号2022年11月15日

難が持続し，社会的に孤立する状況は，生涯にわた

る個人の健康へと影響する5,6)。

対人関係によるストレスへの対処法には子どもの

時の親との関わりとの関連が示唆されている7,8)。

子どもは，悩みや困りごとなどの問題を抱えた時に

親に助けを求め，実際に助けられることで，自分が

助けてもらう価値のある存在だと認識するようにな

る。また，助けに応じてもらえたことで問題に対処

できるという認識が生まれ，問題に対して積極的に

対処する姿勢を持つようになる。これらのことが，

悩みがあった際の心理的負荷を減少させる9)。ま

た，助けてもらうことを期待できるようになり，再

び問題があった際に助けを求めるというサイクルを

通して親との信頼関係が構築されていく10)。しか

し，適切な援助を得られない場合は援助を受けられ

るという期待が低いまま成長し11)，ストレス状況下

で援助を要請せず人との距離を置くことで対処す

る12,13)。これは，対人関係の忌避等の行動を増加さ

せる7,14)。

さらに，上述の援助要請は親への要請を中心に展

開されたものであるが，子ども期における地域交流

の経験も，援助を受けられるという期待に寄与する

ことが示唆されている15)。吉城らは，就学前・小学

生の時期の日常的な交流や祭り・行事などの地元地

域との関わりが，大学生の時期のつきあい・交流や

信頼，社会参加に影響することを実証している16)。

子ども期における両親への援助要請経験，地域交

流の経験と成人期の対人関係によるストレスへの対

応について，それぞれ既存の研究から関連が知られ

ており，不足していた場合に社会的にサポートする

施策の拡充が検討される。しかし，成人期の対人関

係によるストレスへの対応と子ども期の子から親へ

の援助要請経験の有無の関連が，子ども期の地域交

流の経験の有無によって異なるかどうか，すなわち

子ども期の親への援助要請経験が成人期の対人関係

によるストレスへの対処法に対して持つ効果を，地

域行事への参加経験が修飾するかを検証した研究は

知る限りない。石川は，子どもを対象にして生活満

足度に関する親子関係と地域交流の相互作用を検討

しているが17)，成人期以降の対人関係のあり方につ

いては，これまで明らかになっていない。成人期の

対人関係を規定する要因は複合的であり，たとえ

ば，子ども期に両親との関係性が良好でなかった場

合でも，地域交流の経験があることで成人期の対人

関係ストレスが緩和されるかどうかなど，子ども期

の両親との関係性と成人期の対人関係の関連に，地

域交流がどのように影響するかを検討することは地

域における効果的なアプローチを設計する上で重要

だと考えられる。そこで本研究では，名古屋市の若

者を対象とした意識・生活実態調査結果を二次利用

してその点を考慮し，子ども期の両親への援助要請

経験と現在の対人関係によるストレスへの対処の関

連において，子ども期の地域行事への参加経験によ

る効果の修飾があるかを検討することを目的とした。

 研 究 方 法

. データ

名古屋市の平成30年度子ども・若者・子育て家庭

意識・生活実態調査データ（オープンデータ)18)を

使用した。この調査は，「子どもに関する総合計

画」，「市町村子ども・子育て支援事業計画」策定の

基礎資料とするために名古屋市によって実施され

た。今回分析に使用するデータは，名古屋市内に居

住している者のうち18～39歳に該当する者で，住民

基本台帳から無作為に抽出された10,000人を対象と

した。調査期間は2018年 7 月 9 日から 7 月30日で，

10,000人のうち1,000人は郵送で配布・回収し，

9,000人は WEB によるオンライン調査を実施し

た。データ単位は個人であり，回答があった者は合

計で 1,402人であった（無記名式・回収率 14.0

)19)。このうち，性別で（1. 男性 2. 女性 3. そ

の他）のうち 3 と答えた人および無回答，年齢で40

歳以上と答えた人および無回答，対人関係の忌避，

両親への援助要請経験，地域交流に関する質問に無

回答であった計128人を分析対象から除外した。

. 変数

1) 被説明変数対人関係の忌避

「次の中から，ふだんのあなたにあてはまると思

うものすべてに○をつけてください」という質問に

おける「他の人とのつきあいがわずらわしい」とい

う項目を使用し，「対人関係の忌避」とした。該当

しない，該当する，の 2 値変数とした。これは，新

名の心理的ストレス反応尺度を参考とした20)。同尺

度の中の要素のうち「対人関係の忌避・引きこもり」

という認知・行動的反応の尺度の一項目では“自分

の殻に閉じこもる”，“他人に会うのがいやで，わず

らわしく感じられる”，“話すことがいやで，わずら

わしく感じられる”といった質問項目で測定してい

る。

2) 説明変数両親への援助要請経験，地域行事

への参加経験

父親・母親への援助要請経験の程度に関しては，

永井・新井21)や永井22)による研究など社会心理学領

域の多くの研究において相談行動を援助要請として

捉えていることから，「子どもの頃のお父さんとの

関係はどうでしたか 悩みごとなどを相談した」
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「子どもの頃のお母さんとの関係はどうでしたか

悩みごとなどを相談した」という質問項目を使用し

た。あり（1. よくあった，2. ときどきあった），な

し（3. あまりなかった 4. ほとんどなかった）の 2

値変数とした。地域交流の程度に関しては，石川が

子どもの地域における交流として「地域行事への参

加」を検討していたこと17)から，「小学生・中学生

の頃にどのような体験をしましたか 地域の行事に

参加する体験」という質問項目を使用した。回答

は，上記同様に 4 件法であり，2 値変数とした。な

お，親への援助要請経験と地域行事への参加経験に

関して，相関係数および Variance In‰ation Factor

(VIF）を確認し，多重共線性の有無の確認を行っ

た。

3) 調整変数性別，年齢，両親の最終学歴，子

どもの時の母親の就労状況，子どもの時の家

庭の主観的経済状況，子どもの時のもう片方

の親への援助要請経験

性別は，男性，女性の 2 値変数とした。年齢は，

連続変数とした。これまでに親の学歴や経済水準が

子どもの対人関係を含む学校適応の違いや心理的苦

痛に寄与していることが示唆されており23,24)，両親

それぞれの最終学歴は，「あなたのお父さん（お母

さん）が最後に卒業された学校は次のどれですか」

という質問項目を使用し，大卒未満（1. 中学校，2.

高等学校，3. 専門学校，4. 短大・高専），大卒以上

（5. 大学，6. 大学院），不明（7. わからない，無回

答）のカテゴリ変数とした。子どもの時の家庭の主

観的経済状況は，「中学生 3 年生の頃の『あなたの

家庭の経済的な生活レベル』はどの程度だったと思

われますか」という質問項目を使用し，苦しくな

かった（1. かなり豊かだった，2. まあまあ豊かだっ

た，3. 苦しくはなかった），苦しかった（4. やや苦

しかった，5. かなり苦しかった），不明（6. わから

ない，無回答）のカテゴリ変数とした。子どもの時

の母親の就労状況に関しては，「あなたのお母さん

は，結婚・出産後も働いていましたか」という質問

項目を使用した。母親の就業状況によって友達や悩

み，問題行動の多さなど多岐にわたって違いがある

こと25)から，就労あり（1. 結婚・出産後も仕事を

続けていた），就労なし（2. 子どもがある程度大き

くなって再就職した，3. 結婚・出産で仕事をして

やめ，以後専業主婦だった，4. 働いていたことは

ない），不明（5. その他，6. 母はいなかった，7. わ

からない，無回答）のカテゴリ変数とした。もう片

方の親（父親の場合は母親・母親の場合は父親）へ

の援助要請経験に関しても交絡になっている可能性

があることから調整変数とした。

. 分析方法

本研究では，被説明変数である「対人関係の忌避」

に該当する割合は男性で28，女性で24.5と高

かったため，相対リスクへの近似の観点から修正ポ

アソン回帰分析を選択した26)。援助を受けることの

ストレス軽減効果に関しては，性別・誰から援助を

受けるかによって異なることが実証されており27)，

男女・援助を要請する相手別に単変量解析を行った

のち，親への援助要請経験・地域行事への参加経験

の交互作用項および調整変数を加え，多変量解析を

行った。

効果の修飾の有無に関する評価は，Ai らや

Wang らが，交互作用項が統計的に有意か否かのみ

で判断することの限界を指摘している28,29)。また

Wang らが群ごとの効果の差異を検討する上で，効

果の予測値を算出し，評価することを提案してい

る29)。このことに基づき，援助要請経験と地域行事

への参加経験それぞれの有無別に対人関係の忌避の

状態にある者の割合の予測値を算出・図示し，効果

の修飾の有無を評価した。なお，解析対象は18～39

歳と年齢層の幅が広かったため，年齢を29歳以下，

30歳以上の二層に分けて同様の項目で層別解析も実

施した。また，親への援助要請経験自体の影響を検

討するため，援助要請の相手として父親か母親かを

区別せずに同様の分析を行った。統計解析には

Stata/SE15.1 (Stata Corp., College Station, TX,

USA）を用いた。なお，使用したデータは人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針の適用範囲外

であり，また，連結できない匿名化された二次資料

である点で，倫理審査は不要であった30)。

 研 究 結 果

分析対象者は，全体で1,274人であった。対象者

の特性を表 1 に示す。対人関係の忌避が生じている

割合は男性で約30，女性で約25であった（表

1）。名古屋市の年齢各細別人口（推計)31)における

2018年 7 月の18～39歳のデータと分析対象を比較す

ると，分析対象では年齢の分布が高年齢にやや偏っ

ており，男性割合が低かった。また，名古屋市の就

業構造基本調査32)における2017年の20～39歳のデー

タと分析対象の同年齢を比較すると，男女ともに有

職者の割合が高かった（表 2）。説明変数間の相関

係数は0.1～0.25程度，VIF は 2 未満であり，分析

の問題となるような多重共線性は認められなかった。

子ども期の父親・母親への援助要請経験・地域行

事への参加経験の有無別人数とその人数に占める対

人関係の忌避の割合を集計した結果，男女ともに親

への援助要請経験があった群はなかった群に比べ



877

表 分析対象者（男性 N＝490，女性 N＝784）の記述統計量

男 性 女 性

対象者全体

N＝490

うち対人関係
の忌避あり

N＝137

28.0

N () or
mean [SD]

対象者全体

N＝784

うち対人関係
の忌避あり

N＝192

24.5

N () or
mean [SD]

年齢 30.37[5.96] 31.03[5.32] 30.16[6.00] 29.69[6.08]

父親の最終学歴 大卒以上 218 51(23.4) 351 85(24.2)

大卒未満 234 68(29.1) 375 84(22.4)

不明・無回答 38 18(47.4) 58 23(39.7)

母親の最終学歴 大卒以上 107 28(26.2) 129 31(24.0)

大卒未満 345 96(27.8) 624 153(24.5)

不明・無回答 38 13(34.2) 31 8(25.8)

子どもの時の主観的家庭経済状況 苦しかった 80 31(38.8) 144 34(23.6)

苦しくなかった 395 100(25.3) 629 152(24.2)

不明・無回答 15 6(40.0) 11 6(54.5)

子どもの時の母親の就労 あり 179 47(26.3) 260 64(24.6)

なし 294 83(28.2) 496 119(24.0)

不明・無回答 17 7(41.2) 28 9(32.1)

子どもの時の父親への援助要請経験 なし 362 119(32.9) 578 150(26.0)

あり 128 18(14.1) 206 42(20.4)

子どもの時の母親への援助要請経験 なし 189 68(36.0) 183 64(35.0)

あり 301 69(22.9) 601 128(21.3)

子どもの時の地域行事への参加経験 なし 102 36(35.3) 136 41(30.1)

あり 388 101(26.0) 648 151(23.3)

SD＝Standard Deviation（標準偏差)

表 名古屋市の統計情報と分析対象の比較

名古屋市 分析対象

年齢の分布1 mean＝29.0 mean＝30.2

男性割合1 51.2 37.5

有職者割合2(男性/女性) 70.8/53.1 93.0/77.4

1 平成30年年齢各歳別人口（推計）より算出

2 平成29年就業構造基本調査より算出
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て，また地域行事への参加経験があった群はなかっ

た群に比べて，対人関係の忌避の割合は小さかっ

た。ただし，男性の母親への援助要請経験がなかっ

た群では，地域行事への参加経験があった方が，対

人関係の忌避の割合が高かった（表 3）。

単変量解析では，父親への援助要請経験と対人関

係の忌避の関連が男性のみ見られた（表 4）。母親

への援助要請経験と対人関係の忌避の関連は男女と

もに見られた。地域行事への参加経験と対人関係の

忌避に関しては男女ともに統計的に明確な関連を認

めなかった。

父親への援助要請経験と地域行事への参加経験の

交互作用項を入れた多変量解析および算出された予

測値からは，父親への援助要請経験と対人関係の忌

避の関連に対する地域行事への参加経験による効果

の修飾は男女とも観察されなかった（図 1）。

母親への援助要請経験に関しては，男性で，母親

への援助要請経験と対人関係の忌避の関連に対する

地域行事への参加経験による効果の修飾が観察さ

れ，母親への援助要請経験があり，かつ地域行事へ

の参加経験があった場合は，成人期の対人関係の忌

避の割合の予測値が0.20（95信頼区間0.140.26）

と，なかった場合の予測値0.36（95信頼区間0.20

0.51）よりも低い傾向があった（図 2）。女性では，

地域行事への参加経験による効果の修飾は観察され

なかった。

年齢を二層に分けた層別解析では，男女どちらの

年齢層でも地域行事への参加経験による明確な効果

の修飾は見られなかったが，男性の若年の層（29歳

以下）では，上記の多変量解析の結果と同様に，母

親への援助要請経験と地域行事への参加経験の両方



878

表 子ども期の父親・母親への援助要請経験・地域行事への参加経験の有無別人数とその人数に占める対人関係

の忌避の割合集計結果

男性（N＝490) 女性（N＝784)

地域行事への参加経験 地域行事への参加経験

あり（N＝388) なし（N＝102) あり（N＝648) なし（N＝136)

全体

N
対人関係の忌避

N ()

全体

N
対人関係の忌避

N ()

全体

N
対人関係の忌避

N ()

全体

N
対人関係の忌避

N ()

父親への援助要請経験

あり（N＝334) 107 14(13.1) 21 4(19.0) 174 33(19.0) 32 9(28.1)

なし（N＝940) 281 87(31.0) 81 32(39.5) 474 118(24.9) 104 32(30.8)

母親への援助要請経験

あり（N＝902) 243 48(19.8) 58 21(36.2) 505 102(20.2) 96 25(27.1)

なし（N＝372) 145 53(36.6) 44 15(34.1) 143 49(34.3) 40 15(37.5)

表 子ども期の親への援助要請経験・地域行事への参加経験等の属性による対人関係の忌避の割合の比修正ポ

アソン回帰分析

男性（N＝490) 女性（N＝784)

単変量解析
多変量解析

単変量解析
多変量解析

父 親 母 親 父 親 母 親

PR (95CI) PR (95CI) PR (95CI) PR (95CI) PR (95CI) PR (95CI)

子どもの時の父親への
援助要請経験あり
（参照なし)

0.43(0.260.70) 0.58(0.201.66) 0.53(0.320.89) 0.79(0.561.11) 1.10(0.512.34) 0.89(0.621.27)

子どもの時の母親への
援助要請経験あり

（参照なし)
0.64(0.460.89) 0.79(0.551.13) 1.29(0.652.54) 0.61(0.450.82) 0.62(0.450.86) 0.76(0.391.45)

子どもの時の地域行事
への参加経験あり

（参照なし)
0.74(0.501.08) 0.79(0.531.20) 1.10(0.621.96) 0.77(0.551.09) 0.89(0.601.33) 0.98(0.541.78)

子どもの時の父親への
援助要請経験地域行事
への参加経験

0.86(0.262.82) 0.77(0.331.79)

子どもの時の母親への
援助要請経験地域行事
への参加経験

0.51(0.241.11) 0.78(0.381.63)

年齢 1.02(0.991.05) 1.02(0.991.05) 1.02(0.991.05) 0.99(0.961.01) 0.98(0.961.01) 0.98(0.961.01)

PR＝Prevalence Ratio（割合の比），CI＝Conˆdence Interval（信頼区間）

子どもの時の父親への援助要請経験，子どもの時の母親への援助要請経験，父親・母親への援助要請経験それぞれと地域行事への

参加経験の交互作用項に加えて，年齢，父親の最終学歴，母親の最終学歴，子どもの時の家庭経済状況，子どもの時の母親の就労

状況を調整
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が揃った場合にのみ，対人関係の忌避割合が小さい

傾向が観察された。また，父母を区別せず援助の有

無で見た場合には，明らかな効果の修飾は見られな

かった。

 考 察

単変量解析の結果，父親への援助要請経験と対人

関係の忌避の関連が男性で見られ，母親への援助要

請経験と対人関係の忌避の関連が男女ともに見られ

たが，地域行事への参加経験と対人関係の忌避に関

しては統計的に明確な関連を認めなかった。一方で

多変量解析では，男性で母親への援助要請経験と地

域行事への参加経験の両方が揃った場合にのみ，対

人関係の忌避割合が小さい傾向にあった。この傾向

は女性では見られず，また父親への援助要請経験と

対人関係の忌避との関連については，地域行事への

参加経験による効果の修飾は観察されなかった。

男性で母親への援助要請経験と地域行事への参加

経験の両方があった場合のみ対人関係の忌避割合が

小さい傾向にあったことは，石川らが示した，小・

中学生では地域行事への参加経験の有無によらず，

母親との会話の頻度が多いほど生活満足度が高いと

いう結果とは異なっていた17)。子ども期の地域交流

が影響を持つのは成人期以降になるために，結果が
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図 父親への援助要請経験・地域行事への参加経験それぞれの有無別の対人関係の忌避の割合の予測値

エラーバーは95信頼区間を示している。P 値は交互作用の P 値を表している。

図 母親への援助要請経験・地域行事への参加経験それぞれの有無別の対人関係の忌避の割合の予測値

エラーバーは95信頼区間を示している。P 値は交互作用の P 値を表している。
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一致しなかった可能性が考えられる。吉城らが示し

た，就学前・小学生の時期の地域交流が，大学生の

時期の対人関係に影響するという結果同様に，子ど

も期の地域交流は成人期の対人関係に影響を与える

ことが示唆された16)。子どもの時の社会参加は長期

的に一般他者への信頼に影響することが示唆されて

おり33)，子ども期に親から援助を受けたことだけで

なく，成長する過程で親以外の社会や一般他者への

信頼が加わり，それらの経験が統合されて成人期以

降の対人関係に影響を与える可能性が考えられ

る34)。加えて，今回男性のみ母親への援助要請経験

と対人関係の忌避の関連において地域行事への参加

経験による効果の修飾が見られたが，男性が援助を

要請する対象は成長とともに多様化することが考え

られる。大学生以降の男性では援助を求める対象が

家族から友人へ広がり，ストレスや援助の種類に

よっては友人の影響が家族を上回るが，女性では家

族からの援助の影響が総じて大きいまま維持されや

すい35)。また，上記効果の修飾は父親への援助要請

経験では見られず，母親のみについて観察された理

由は，父母の援助がストレスへの対処に与える影響

が異なることが影響していると考えられる36～38)。

異性の親との関係性と地域交流の相互作用という観

点では，今後さらなる検討が必要である。
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年齢を二層に分けた層別解析では，男性の29歳以

下の層で，主たる解析と同様の傾向が観察された。

これは年齢が上昇するにつれて子ども期の親との関

係性が現在の対人関係におよぼす影響が逓減する可

能性を示唆している35)。なお層別化に伴い各解析の

対象者が少なくなったことで，はっきりとした効果

の修飾が観察されなかった可能性が考えられる。

父母を区別しなかった場合の解析では，男女とも

地域行事への参加経験による明らかな効果の修飾は

見られなかった。これは上述のように，父親と母親

それぞれに対する援助希求がストレスへの対処に与

える影響が異なるため，父母両方への援助要請経験

がある場合，父あるいは母への援助要請経験のいず

れかのみがある場合をまとめて「親への援助要請経

験あり」としたことで，父母別々に検討した場合に

見られた効果の修飾が見られなくなった可能性が考

えられる。

本研究にはいくつかの限界がある。1 点目に，被

説明変数が，妥当性の評価が限定的である単一の質

問項目であり，対人関係の忌避の有無が正確に測定

されていない可能性がある。また，本研究で使用し

た名古屋市の調査において質問された文脈が「対人

関係の忌避」という概念を使用している心理的スト

レス反応尺度とは異なっている可能性があり，解釈

する際にはこの点を考慮する必要がある。2 点目

に，子ども期の両親への援助要請経験に関して，具

体的な援助要請の時期および場面を限定していない

点が挙げられる。分析対象の年齢は18～39歳と幅が

あり，想起した時期の個人差が結果に影響した可能

性が考えられる。ただし，年齢層ごとの層別解析で

も一部同様の結果が観察された。また，ストレッ

サーによって対処方法が異なるため27)，親への援助

要請を必要とするストレッサーの有無，どのような

ストレッサーに対して父親・母親への援助要請が用

いられていたかの分析が今後必要である。3 点目

に，回収率が14.0と低かったこと，調査の実施方

法において郵送と WEB の 2 種類が混在していたこ

となどから分析対象者が名古屋市在住の同世代の

人々の状況を正確に反映していない可能性がある。

対人関係を忌避している状態は社会生活に困難をき

たしている可能性があり，名古屋市の統計情報に比

べ使用データで有職者が多かったことは対人関係の

忌避の割合を実際より低く見積もり，影響の過小評

価をもたらす場合が考えられる。また，使用した

データでは回答が郵送か WEB かを判別することが

できないため，回答方法ごとの回答者の特徴に関し

ては考慮できていない。4 点目に，思い出しバイア

スが存在し得る。調査時点で対人関係の忌避の状態

にある人は関連する過去の経験を強く意識している

可能性があり，関連を過大評価している可能性が考

えられる。5 点目に，使用したデータの制約上，両

親および地域で交流のある人以外で援助を求めるこ

とにつながる対人関係の有無を考慮できていないな

ど，潜在的な交絡因子が存在している可能性がある

点が挙げられる。両親以外の家族や友人，学校の先

生などの対人関係もあわせて検討することで，より

精緻な検討が可能になる27,39,40)。

 結 語

対人関係の忌避を抑制する上で，とくに男性で

は，子ども期の母親への援助要請経験に加えて，地

域行事への参加経験があることの重要性が示唆され

た。親子関係の改善だけではなく，子どもが地域で

多様な人々と交流しやすい環境を整えることで，子

どもが将来対人関係の忌避が生じやすい傾向に陥る

ことを予防し，社会生活を円滑に送りやすくなる可

能性が示唆される。また，地域交流を促進する際に

は，母親，父親との関係性を考慮し，親子関係の向

上につながるような地域交流の施策を実施すること

で格差へ配慮できる可能性が示唆された。ただし，

前述のように，父母それぞれとの関係の影響につい

て本研究のみから断定することは不適切であるた

め，今後より精緻な検証が必要である。

本論文執筆にあたりご助言くださった東京大学大学院

医学系研究科保健社会行動学教室の先生方，学生の皆様

に感謝いたします。開示すべき COI 状態はない。
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Objectives Some young adults often tend to perceive interpersonal relationships and social interactions as

stressful, and as such, avoid them. Seeking help from parents and interactions with neighbors during

childhood are known to be important in forming positive impressions of people, thereby in‰uencing

help-seeking behavior in adulthood. However, it remains unclear how these experiences are related

and how they in‰uence interpersonal relationships in adulthood. This study aimed to investigate

whether childhood experience(s) of social interactions in the community has any modifying eŠect on

the association between seeking support from parents in childhood and avoidance of interpersonal

relationships in adulthood.

Methods Data pertaining to 1,274 individuals (aged 18 to 39 years) were collected from a questionnaire

survey conducted in 2018 by Nagoya City of Japan. Modiˆed Poisson regression analyses were per-

formed to estimate the prevalence ratio of current avoidance of interpersonal relationships depend-

ing on the experience(s) of seeking help from a parent (father/mother analyzed respectively) and

participating in community events in childhood. Data were stratiˆed according to gender, and ad-

justed for age, parents' educational background, mother's working status in childhood, subjective

recognition of economic status in childhood and seeking help from the other parent. EŠect estimates

were calculated to evaluate the existence of any modifying eŠect.

Results No modifying eŠect of participating in community events in childhood was seen in the association

between experience of seeking help from the father and current avoidance of interpersonal relation-

ships, in either gender. Regarding experience of seeking help from the mother, a modifying eŠect

was seen in men. Among men who had sought help from their mother, those who had participated

in community events were less likely to avoid interpersonal relationships in adulthood.

Conclusion In order to reduce the tendency to avoid interpersonal relationships in adulthood, childhood ex-

periences of seeking help from the mother and participating in community events may be important,

particularly for men. In addition to appropriate parental support, promoting interactive events for

children in communities may mitigate the problem of poor social skills later in life.
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